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財務諸表 

貸借対照表 

資産の部 

現 金  

預 け 金  

金 銭 の 信 託  

有 価 証 券  

 

 

 

 

 

貸 出 金  

 

 

 

 

そ の 他 資 産  

 

 

 

 

動 産 不 動 産  

 

 

 

有 形 固 定 資 産  

 

 

 

無 形 固 定 資 産  

 

 

繰 延 税 金 資 産  

債 務 保 証 見 返  

貸 倒 引 当 金  
（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） 

 

 

 

 

国 債  

地 方 債  

社 債  

株 式  

その他の証券  

 

割 引 手 形  

手 形 貸 付  

証 書 貸 付  

当 座 貸 越  

 

未決済為替貸  

信金中金出資金 

未 収 収 益  

その他の資産  

 

事 業 用 動 産  

事業用不動産  

保証金その他  

 

建 物  

土 地  

その他の有形固定資産 

 

ソ フトウェア 

その他の無形固定資産 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

1,381 

19,965 

500 

35,333 

14,351 

9,240 

9,115 

306 

2,319 

49,164 

1,449 

16,447 

29,513 

1,753 

436 

13 

177 

223 

22 

― 

― 

― 

― 

1,221 

733 

397 

90 

6 

1 

4 

453 

230 

△965 
△880 

107,727

第85期 
（平成19年3月期） 

1,462 

21,716 

500 

32,870 

13,300 

8,305 

8,761 

338 

2,163 

48,265 

1,263 

15,860 

29,421 

1,719 

360 

9 

177 

131 

42 

1,269 

106 

1,156 

6 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

579 

329 

△873 
△839 

106,480

第84期 
（平成18年3月期） 

資 産 の 部 合 計  

負債の部 

預 金 積 金  
 
 
 
 
 
 
 
そ の 他 の 負 債  
 
 
 
 
 
 
 
賞 与 引 当 金  
退 職 給 付 引 当 金  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
債 務 保 証  
負 債 の 部 合 計  
会 員 勘 定  
 
 
 
 
 
 
 
 
負 債 及び 会 員 勘 定 の 部 合 計  

 
当 座 預 金  
普 通 預 金  
貯 蓄 預 金  
通 知 預 金  
定 期 預 金  
定 期 積 金  
その 他 の 預 金  
 
未 決 済 為 替 借  
未 払 費 用  
給 付 補てん 備 金  
未 払 法 人 税 等  
前 受 収 益  
払 戻 未 済 金  
その 他 の 負 債  
 
 
 
 
 
 
出 資 金  
　 普 通 出 資 金  
利 益 剰 余 金  
　 利 益 準 備 金  
　 特 別 積 立 金  
　 当 期 未 処 分 剰 余 金  
　　 当期純利益　  
株式等評価差額金 

97,369 
1,708 
28,540 
1,124 
3 

59,475 
6,204 
312 
236 
11 
69 
5 
43 
70 
0 
36 
37 
25 
162 
230 

98,062 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

第85期 
（平成19年3月期） 

96,346 
1,769 
27,435 
1,143 
83 

58,166 
7,079 
667 
239 
7 
25 
5 

120 
66 
0 
13 
37 
― 
178 
329 

97,131 
9,349 
349 
349 
9,624 
349 
9,050 
224 
118 

△624 
106,480

349 
349 
9,705 
349 
9,355 
9,150 
205 

10,054 
△389 
9,665 

107,727

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

第84期 
（平成18年3月期） 

出 資 金  
 
利 益 剰 余 金  
 
 
 
 
会 員 勘 定 合 計  
その他有価証券評価差額金 
純資産の部合計 
負債及び純資産の部合計 

 
普 通 出 資 金  
 
利 益 準 備 金  
その他利益剰余金 
　 特別積立金 
　　当期未処分剰余金 

純資産の部 

※貸借対照表の注記については、37ページに記載しております。 

（　　　　　） （ 　） 
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損益計算書 

損益計算書の注記 

特 別 利 益  

 

 

特 別 損 失  

 

 

税引前当期純利益 

法人税､住民税及び事業税 

法人税等調整額  

当 期 純 利 益  

前 期 繰 越 金  

当期未処分剰余金 

 

動産不動産処分益 

償却債権取立益 

 

動産不動産処分損 

固定資産処分損 

 

887 

― 

887 

2,340 

― 

2,340 

155,419 

39,713 

20,840 

94,866 

110,685 

205,551

第85期 
（平成19年3月期）  

4,186 

3,286 

900 

1,659 

1,659 

― 

263,791 

116,471 

28,530 

118,790 

105,635 

224,426

第84期 
（平成18年3月期） 

（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
（2）出資1口当たり当期純利益金額　13円56銭 
（3）「動産不動産処分損」は、「固定資産処分損」として表示しております。
 

（単位：千円） 

1,934,973 

1,636,550 

1,083,238 

65,639 

480,583 

7,088 

189,460 

96,351 

92,809 

300 

20,584 

14,030 

6,554 

88,377 

76,362 

3,114 

8,900 

1,778,100 

124,277 

121,106 

3,171 

― 

48,573 

23,232 

25,340 

96 

96 

1,492,620 

949,931 

516,597 

26,091 

112,533 

103,271 

4,211 

3,915 

986 

146 

156,873

経 常 収 益  

資 金 運 用 収 益  

 

 

 

 

役務取引等収益  

 

 

 

その他業務収益  

 

 

その他経常収益  

 

 

 

経 常 費 用  

資 金 調 達 費 用  

 

 

 

役務取引等費用  

 

 

その他業務費用  

 

経 費  

 

 

 

その他経常費用  

 

 

 

 

 

経 常 利 益  

 

 

貸 出 金 利 息  

預 け 金 利 息  

有価証券利息配当金 

その他の受入利息 

 

受入為替手数料 

その他の受入手数料 

その他の役務収益 

 

国債等債券売却益 

その他の業務収益 

 

株 式等売却益  

金銭の信託運用益 

その他の経常収益 

 

 

預 金 利 息  

給付補てん備金繰入額 

その他の支払利息 

 

支払為替手数料 

その他の役務費用 

 

その他の業務費用 

 

人 件 費  

物 件 費  

税 金  

 

貸倒引当金繰入額 

貸 出 金 償 却  

株 式等売却損  

株 式 等 償 却  

その他の経常費用 

第85期 
（平成19年3月期） 

1,864,619 

1,482,958 

1,017,766 

40,544 

417,558 

7,088 

200,090 

104,067 

96,022 

― 

52,825 

48,140 

4,685 

128,745 

116,291 

10,356 

2,097 

1,603,354 

43,118 

39,201 

3,910 

6 

49,940 

24,117 

25,823 

21 

21 

1,459,546 

937,409 

489,886 

32,251 

50,726 

47,601 

465 

― 

1,425 

1,235 

261,265

第84期 
（平成18年3月期） 



37

財務諸表 

貸借対照表の注記 

 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 貸借対照表計上額 時　　価 差　額 うち益 うち損 
国 　 債  1,200 1,219 19 19 ― 
地 方 債 998 1,012 13 13 ― 
社 　 債  199 203 3 3 ― 
そ の 他  2,000 2,007 7 17 10
合　　計 4,397 4,442 44 54 10

（単位：百万円） 

 

（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
（2）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の
市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により
行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直
入法により処理しております。 

（3） 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし
て運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

（4）有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得し
た建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、
主な耐用年数は次のとおりであります。 

　　　建物　　　　　 3年～50年 
　　　動産　　　　　 2年～20年 
（5）無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利

用のソフトウエアについては、金庫内における利用可能期間（5年）に基づいて
償却しております。  

（6）外貨建資産･負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。  
（7）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。 
　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下｢破
綻先｣という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下｢実質破
綻先｣という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接
減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にな
いが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。 

　　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し
た貸倒実績率等に基づき計上しております。 

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定
を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、そ
の査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権
額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残
額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は348百万
円であります。  

（8）賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支
給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。 

（9）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実
務指針（中間報告）（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）に
定める簡便法（直近の年金財政計算上の責任準備金を退職給付債務とする
方法）により、当期末における必要額を計上しております。 

　　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総
合設立型厚生年金基金）に加入しており、当該企業年金制度における当金庫
の年金資産（掛金拠出割合按分額）は1,476百万円であります。  

（10）役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上しております。 

（11）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（12）消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。 
（13）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額749

百万円。  
（14）有形固定資産の減価償却累計額2,321百万円。  
（15）貸出金のうち、破綻先債権額は206百万円、延滞債権額は2,140百万円であり

ます。 
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続している

ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの
として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未
収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第
97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定
する事由が生じている貸出金であります。  

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金
以外の貸出金であります。 

（16）貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は2百万円であります。 
　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3

月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので
あります。 

（17)貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は193百万円であります。  
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月
以上延滞債権に該当しないものであります。  

（18）破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は、2,543百万円であります。 

　　なお、（15）から（18）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
（19）手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理し

ております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形は、売却又は（再）
担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は
1,449百万円であります。  

（20）担保に供している資産は次のとおりであります。  
　　　　　担保に供している資産 
　　　　　有価証券    109百万円  
　　　　　担保資産に対応する債務 
　　　　　預金   1,400百万円  
　　　　　上記のほか、為替決済保証金として、預け金3,000百万円を差入してお

　　　ります。  
（21）出資1口当たりの純資産額  1,382円69銭  
（22）有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら

には、「国債」、「地方債」、「社債」、｢株式｣、「その他の証券」が含まれており
ます。 

　　以下（26)まで同様であります。 

その他有価証券で時価のあるもの 
取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株　　式 347 302 △44 0 45
債　　券 30,785 30,309 △476 58 535
国　債 13,393 13,151 △242 16 258
地方債 8,373 8,241 △132 22 154
社　債 9,018 8,915 △102 18 121
そ の 他 352 309 △42 ― 42
合　　計 31,486 30,921 △564 59 623

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額 

運用目的の金銭の信託 500 ― 

（単位：百万円） 
内　　容 金　　額 

その他有価証券 
非上場株式 
出　　　資 

13
4
9

（単位：百万円） 
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

855 6,234 22,270
147 722  10,135
421  2,440  6,378
 286 3,071 5,756

債　　券 
国　債 
地方債 
社　債 

― ― ― 

3,346
3,346
― 
― 

2,000そ の 他  
855 6,234 22,270 5,346合　　計 

　　なお、上記の評価差額に繰延税金資産175百万円を加えた額△389百万円が
「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 

（23）当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 
 
 
 
 
（24）時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のと

おりであります。 
 
 
 
 
 
 
　　なお、その他有価証券で時価のない株式について0百万円を減損処理しており

ます。 
（25）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの

償還予定額は次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（26）金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 
 
 
 
 
（27）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資

実行の申出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約
に係る融資未実行残高は、5,961百万円であります。このうち契約残存期間が
1年以内のものが4,834百万円あります。  

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保
全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資
の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま
す。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧
客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講
じております。  

（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以
下のとおりであります。 

　　　繰延税金資産 
　　　　個別貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　298百万円  
　　　　役員退職慰労引当金算入限度額超過額　　　 50百万円  
　　　　減価償却費損金算入限度額超過額　　　　　 49百万円  
　　　　賞与引当金算入限度超過額　　　　　　　　 11百万円  
　　　　退職給付引当金算入限度額超過額　　　　　  8百万円  
　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9百万円  
　　　　その他有価証券評価差損　　　　　　　　　 175百万円  
　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　602百万円  
　　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△148百万円  
　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　453百万円  
（29）「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号平成１７年１２月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２月９日）
が会社法施行日以降終了する事業年度から適用されることになったこと等から、
「信用金庫法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１５号）別紙様式が「無尽業
法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８年４月
２８日）により改正され、平成１８年４月１日以降開始する事業年度から適用され
ることになったことに伴い、当期から以下のとおり表示を変更しております。 

　　　①「会員勘定」は「純資産の部」とし、会員勘定、評価・換算差額等に区分
　　のうえ表示しております。 

　　　　なお、当期末における従来の「会員勘定」の合計に相当する金額は9,665
　　百万円であります。  

　　　②「利益剰余金」に内訳表示していた「特別積立金」及び「当期末処分剰
　　余金」（又は当期末処理損失金）」は、「その他の利益剰余金」に内訳表
　　示しております。 

　　　③「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示して
　　おります。 

　　　④「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資
　　産」に区分して表示しております。 

　　　　「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」
　　「土地」「その他有形固定資産」に区分表示し、「建設仮勘定」は、「有
　　形固定資産」中の「建設仮勘定」として表示し、「保証金その他」は、「無
　　形固定資産」中の「ソフトウェア」「その他の無形固定資産」に区分表示
　　しております。 

（30）「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関する実
務上の取扱い」（実務対応報告第２１号平成１８年９月８日）が公表日以後終了
する事業年度から適用されることとなったことに伴い、当期から同実務対応報
告を適用しております。なお、これによる貸借対照表等に与える影響は軽微で
あります。 

（単位：百万円） 

その他有価証券 
売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額 
4,343 90 3
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外部監査 

　平成19年3月期の貸借対照表、損益計算書
及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第38
条の2第3項の規定に基づき、新日本監査法人
の監査を受けております。 

　平成18年度における貸借対照表、損益計算書及び剰

余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、

及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認して

おります。 

　　　　平成19年6月20日 

　　　　日高信用金庫　　理事長 

剰余金処分計算書 

当期未処分剰余金 

 

 

積 立 金 取 崩 額  

 

剰 余 金 処 分 額  

 

 

 

 

 

次 期 繰 越 金  

 

前 期 繰 越 金  

当 期 純 利 益  

 

利益準備金限度超過取崩 

 

利 益 準 備 金  

普通出資に対する配当金 

（ 配 当 率 ） 

役 員 賞 与 金  

特 別 積 立 金  

（　　　） （　　　） 

205,551,860 

110,685,348 

94,866,512 

110,000 

110,000 

113,958,487 

－

13,958,487 

4.0％ 

－ 

100,000,000 

91,703,373

第85期 
（平成19年3月期） 

224,426,090 

105,635,633 

118,790,457 

232,000 

232,000 

113,972,742 

－ 

13,972,742 

4.0％ 

－ 

100,000,000 

110,685,348

第84期 
（平成18年3月期） 

（単位：円） 
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経営指標 

資金運用収支の内訳 

業務粗利益 

利鞘 利益率 

（注）1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成18年3月期120百万円、平成19年3月期83百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額 
　　　の平均残高（平成18年3月期421百万円、平成19年3月期500百万円）及び利息（平成18年3月期189千円、平成19年3月期600千円）をそれ 
　　　ぞれ控除して表示しております。 

（注）総資産経常 
　　（当期純）利益率 

資金運用利回  

資金調達原価率 

総 資 金 利 鞘  

平成19年3月期 

1.58 

1.64 

△0.06　 

平成18年3月期 

1.44 

1.51 

△0.07　 

総資産経常利益率 

総資産当期純利益率 

平成19年3月期 

0.14 

0.08

平成18年3月期 

0.24 

0.11

 

う ち 貸 出 金  

う ち 預 け 金  

う ち 有 価 証 券  

 

う ち 預 金 積 金  

資 金 運 用 勘 定  

　 

 

 

資 金 調 達 勘 定  

経常（当期純）利益 

総資産（債務保証見返を除く）平均残高　 
＝　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

（単位：平均残高・百万円、利息・千円、利回り・％） 

（単位：％） （単位：％） 

平均残高 利　　息 

平成19年3月期 

103,393 

45,211 

22,461 

35,531 

95,351 

95,851

平成19年3月期 

1,636,550 

1,083,238 

65,639 

480,583 

123,677 

124,277

平成19年3月期 

1.58 

2.39 

0.29 

1.35 

0.12 

0.12

平成18年3月期 

102,764 

42,548 

28,960 

31,075 

95,214 

95,629

平成18年3月期 

1,482,958 

1,017,766 

40,544 

417,558 

42,928 

43,111

平成18年3月期 

1.44 

2.39 

0.14 

1.34 

0.04 

0.04

利 回 り 

平成19年3月期 

1,512,873 

1,636,550 

123,677 

140,887 

189,460 

48,573 

20,487 

20,584 

96 

1,674,249 

1.61％ 

平成18年3月期 

1,440,030 

1,482,958 

42,928 

150,149 

200,090 

49,940 

52,804 

52,825 

21 

1,642,983 

1.59％ 

資 金 運 用 収 支  

　 

　 

役務取引等収支  

　 

 

その他の業務収支 

　 

 

業 務 粗 利 益  

業 務 粗 利 益 率  

　 

資 金 運 用 収 益  

資 金 調 達 費 用  

　 

役 務 取 引 等 収 益  

役 務 取 引 等 費 用  

　 

そ の 他 業 務 収 益  

そ の 他 業 務 費 用  

業務粗利益率＝　　　　　　　　　　×100 

 

業務粗利益 
資金運用勘定平均残高 

（注）1.「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用（平成18年3月期189千円、平成19年3月期600千円）を 
　　　控除して表示しております。 

　　2.

（単位：千円） 
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受取・支払利息の分析 

（注）1.残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高に増減要因に含める方法により算出しております。 

 

う ち 貸 出 金  

う ち 預 け 金  

う ち 有 価 証 券  

 

う ち 預 金 積 金  

受 取 利 息  

 

 

 

支 払 利 息  

平成18年3月期 平成19年3月期 

残高による増減 

105,754 

64,195 

△18,925 

60,228 

836 

836

利率による増減 

47,837 

1,276 

44,019 

2,796 

80,329 

80,329

純 増 減 

153,591 

65,471 

25,094 

63,025 

81,165 

81,165

残高による増減 

80,463 

40,903 

△8,172 

47,731 

2,815 

2,815

利率による増減 

△2,051 

△16,349 

17,044 

△2,746 

― 

― 

純 増 減 

78,411 

24,554 

8,871 

44,984 

2,815 

2,815

（単位：千円） 

預金積金平均残高 定期預金残高 

流 動 性 預 金  

　うち有利息預金 

定 期 性 預 金  

　うち固定金利定期預金 

　うち変動金利定期預金 

そ の 他  

合 計  

平成19年3月期 

30,138 

26,327 

65,395 

58,775 

15 

317 

95,851

平成18年3月期 

31,055 

26,828 

64,235 

56,862 

16 

338 

95,629

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
　　２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 
　　　固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する 
　　　　　　　　　　　  定期預金 
　　　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて 
　　　　　　　　　　　  金利が変動する定期預金 

定 期 預 金  

　固定金利定期預金 

　変動金利定期預金 

　そ　　　の　　　他 

平成19年3月期

59,475 

59,460 

15 

― 

平成18年3月期

58,166 

58,150 

16 

― 

手 形 貸 付  

証 書 貸 付  

当 座 貸 越  

割 引 手 形  

合 計  

平成19年3月期 

12,850 

29,543 

1,679 

1,138 

45,211

平成18年3月期 

11,852 

27,752 

1,719 

1,224 

42,548

貸 出 金  

　うち変動金利 

　うち固定金利 

平成19年3月期 

49,164 

14,396 

34,768

平成18年3月期 

48,265 

14,099 

34,166

（単位：百万円） （単位：百万円） 

貸出金平均残高 貸出金残高 
（単位：百万円） （単位：百万円） 

預金 

経営指標 

貸出金 
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貸出金 

貸出金の担保別内訳 
（単位：百万円） 

貸出金業種別内訳 
（単位：先、百万円、％） 

製 造 業  
農 業  
林 業  
漁 業  
鉱 業  
建 設 業  
電気･ガス･熱供給･水道業 
情 報 通 信 業  
運 輸 業  
卸 売 業 ・ 小 売 業  
金 融 ・ 保 険 業  
不 動 産 業  
各 種 サ ー ビ ス 
小 計  
地 方 公 共 団 体  
個 人  
合 計  

平成18年3月期 平成19年3月期 

債務保証見返の担保別内訳 
（単位：百万円） 

貸出金使途別残高 
（単位：百万円） 

 
当金庫預金積金 
有 価 証 券  
動 産  
不 動 産  
そ の 他  
　 計 　  
信用保証協会・信用保険  
保 証  
信 用  
合 計  

平成19年3月期 
1,877 
ー 
287 
9,443 
－ 

11,606 
6,060 
12,988 
18,508 
49,164

平成18年3月期 
1,955 
ー 
598 
9,297 
－ 

11,851 
6,031 
12,710 
17,672 
48,265

 
当金庫預金積金 
有 価 証 券  
動 産  
不 動 産  
そ の 他  
　 計 　  
信用保証協会・信用保険  
保 証  
信 用  
合 計  

平成19年3月期 
13 
－ 
－ 
67 
－ 
80 
29 
114 
5 

230

平成18年3月期 
13 
－ 
－ 
93 
－ 
106 
30 
184 
8 

329

 
設 備 資 金  
運 転 資 金  
合 計  

平成18年3月期 

貸出金残高 
21,977 
27,187 
49,164

構成比 
44.70％ 
55.30％ 
100.00％ 

貸出金残高 
21,754 
26,511 
48,265

構成比 
45.07％ 
54.93％ 
100.00％ 

平成19年3月期 

貸出先数 
79 
101 
4 
36 
5 

141 
2 
1 
23 
189 
5 
59 
221 
866 
9 

3,802 
4,677

構成比 
9.05 
7.39 
0.20 
0.38 
2.08 
12.22 
0.07 
0.01 
1.47 
6.84 
1.01 
5.04 
7.62 
53.44 
34.57 
11.96 
100.00

貸出金残高 
4,453 
3,636 
101 
189 
1,027 
6,012 
37 
7 

723 
3,365 
499 
2,482 
3,747 
26,278 
16,997 
5,883 
49,164

貸出先数 
77 
100 
4 
47 
6 

155 
2 
1 
21 
199 
5 
60 
237 
914 
8 

4,064 
4,986

構成比 
8.21 
8.15 
0.18 
0.45 
2.34 
13.42 
0.08 
0.01 
1.52 
7.08 
1.09 
5.23 
7.42 
55.27 
33.57 
11.14 
100.00

貸出金残高 
3,963 
3,937 
89 
222 
1,134 
6,478 
39 
9 

737 
3,421 
530 
2,529 
3,586 
26,680 
16,204 
5,381 
48,265
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有価証券の時価情報 
●満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） ●その他有価証券で時価のあるもの 

（注）1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。 
　　2.上記の「その他」は、証券投資信託です。 

株 式  

債 券  

 

 

 

そ の 他  

合 計  

国 　 債  

地 方 債  

社 　 債  

貸借対照 
表計上額 

取得原価 
（償却原価） 

評価差額 

うち益 うち損 
貸借対照 
表計上額 

取得原価 
（償却原価） 

評価差額 

うち益 うち損 

平成19年3月期 

区　　分 

有価証券 

有価証券平均残高 
（単位：百万円） 

平成19年3月期 
14,524 
8,938 
9,104 
363 
596 
2,004 
0 

35,531

平成18年3月期 
11,525 
8,393 
8,621 
364 
239 
1,930 
― 

31,075

国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
投 資 信 託  
外 国 証 券  
その他の証券  
合 計  

（単位：百万円） 

（注）1.時価は、期末日における市場価格等に基づいております。 
　　2.上記の「その他」は、外国証券です。 

貸借対照 
表計上額 時　価 

差　　額 

うち益 うち損 

国 　 債  

地 方 債  

社 　 債  

そ の 他  

合 　 計  

平成19年3月期 

貸借対照 
表計上額 時　価 

差　　額 

うち益 うち損 

預貸率 

平成19年3月期 
50.49 
47.16

平成18年3月期 
50.09 
44.49

期 末 預 貸 率  
期中平均預貸率 

（注）１.

（単位：％） （単位：％） 
預証率 

預貸率＝　　　　　　　　　　×100
貸出金 

預金積金＋譲渡性預金 

平成19年3月期 
36.28 
37.06

平成18年3月期 
34.11 
32.49

期 末 預 証 率  
期中平均預証率 

（注）１.預証率＝　　　　　　　　　　×100
有価証券 

預金積金＋譲渡性預金 

商品有価証券種類別平均残高 
該当するものはありません。 

1,200 

998 

199 

2,000 

4,397

19 

13 

3 

7 

44

19 

13 

3 

17 

54

― 

― 

― 

10 

10

1,219 

1,012 

203 

2,007 

4,442

平成18年3月期 

― 

― 

― 

2,000 

2,000

― 

― 

― 

△37 

△37

― 

― 

― 

12 

12

― 

― 

― 

50 

50

― 

― 

― 

1,962 

1,962

347 

30,785 

13,393 

8,373 

9,018 

352 

31,486

302 

30,309 

13,151 

8,241 

8,915 

309 

30,921

△44 

△476 

△242 

△132 

△102 

△42 

△564

0 

58 

16 

22 

18 

― 

59

45 

535 

258 

154 

121 

42 

623

平成18年3月期 

330 

31,278 

13,753 

8,531 

8,993 

160 

31,769

333 

30,368 

13,300 

8,305 

8,761 

163 

30,865

2 

△910 

△452 

△225 

△232 

3 

△904

9 

71 

17 

39 

13 

5 

86

7 

981 

470 

264 

245 

2 

990
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平成18年3月期 

貸借対照表計上額 

500

平成19年3月期 

当期の損益に含まれた 
評価差額 

－ 500 － 

貸倒引当金内訳 

貸出金償却 

期首残高 

123 

33 

702 

839 

825 

873

期末残高 

33 

84 

839 

880 

873 

965

当 期  

増 加 額  

33 

84 

869 

880 

873 

965

目的使用 

－ 

－ 

－ 

11 

－ 

11

その他 

123 

33 

702 

828 

825 

862

一般貸倒引当金 

 

個別貸倒引当金 

 

合 計  

平成18年3月期 

平成19年3月期 

平成18年3月期 

平成19年3月期 

平成18年3月期

平成19年3月期 

平成18年3月期

465

平成19年3月期

4,211貸出金償却 

当期減少額 

（単位：百万円） 

（単位：千円） 

有価証券 

（単位：百万円） 

（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。 
 

規則第15条の2の2第1項第5号に掲げる取引 
該当するものはありません。 

運用目的の金銭の信託 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた 
評価差額 

（単位：百万円） ●時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券非上場株式 

平成19年3月期 

貸借対照表計上額 

4

平成18年3月期 

貸借対照表計上額 

4
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区　　分 

破綻先債権 平成18年3月期 

延滞債権 

3ヵ月以上延滞債権 

貸出条件緩和債権 

合　　計 

平成19年3月期 
平成18年3月期 
平成19年3月期 
平成18年3月期 
平成19年3月期 
平成18年3月期 
平成19年3月期 
平成18年3月期 
平成19年3月期 

残　　高 
（A） 

担保・保証額 
（B） 

貸倒引当金 
（C） 

保全率（％） 
（B＋C）／（A） 

引当率（％） 
C／（AーB） 

１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収
　利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。 
　①会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者 
　②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者 
　③破産法の規定による破産手続開始の申し立てがあった債務者 
　④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者 
　⑤手形交換所による取引停止処分を受けた債務者 
２．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の２つを除いた貸出金です。 
　①上記「破綻先債権」に該当する貸出金  
　②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金 
３．「３カ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。 
４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
　となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。 
５．なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが　
　損失となるものではありません。 
６．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。 
７．「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の残高より少なくなっています。 
８．「保全率」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。 

（注） 

当金庫の平成１９年３月末のリスク管理債権の総額は2,543百万円となります｡ 

「破綻先債権」については、破産手続開始等による企業倒産は前年に比べ増加しており、ランクダウン先３先

を含め117百万円の増加となりました。 

「延滞債権」は、ランクアップ先１先及び保証代弁等の回収により470百万円減少しました。 

「貸出条件緩和債権」については、中小企業の支援をするため返済条件の変更を行なった債権であり、現在

約定どおりの回収となっている貸出金であり、前年比20百万円減少しております。 

「破綻先債権」「延滞債権」のうち、不動産等の担保や信用保証機関等の保証による回収可能な債権額が

1,310百万円、貸倒れに備えて個別に評価して引き当てた額（以下「個別貸倒引当金」という）が880百万円あり、

破綻先債権および延滞債権に対する保全率は93.35％となっております｡ 

さらには、これまでの利益金の積立等による自己資本額も9,735百万円に達し、自己資本比率も34.67％と全国

有数の高率を保ち、将来の信用リスク発生に備えて万全を期しています。 

当金庫は、今後も皆さまに安心してお取引をいただけるよう、融資業務は安全性、公共性を重視し、貸出資産

の健全性を確保するため厳正な審査と信用リスク管理を徹底し、経営の健全性を維持して行くべく全力で取り

組んでおります。 

 

（単位：百万円） 

89 
206 
2,610 
2,140 
0 
2 

213 
193 
2,913 
2,543

16 
50 

1,485 
1,260 
0 
2 
89 
81 

1,591 
1,394

73 
156 
747 
709 
0 
0 
5 
15 
826 
881

100.00 
100.00 
85.54 
92.03 
100.00 
100.00 
44.78 
50.17 
83.01 
89.51

100.00 
100.00 
66.44 
80.61 
― 
― 
4.48 
14.03 
62.54 
76.77
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金融再生法開示債権及び同債権に対する引当・保全状況 

区　　分 

平成18年3月期 

正常債権 

合　　計 

平成19年3月期 

平成18年3月期 

平成19年3月期 

平成18年3月期 

平成19年3月期 

平成18年3月期 

平成19年3月期 

平成18年3月期 

平成19年3月期 

平成18年3月期 

平成19年3月期 

引当率（％） 
（d）／（a－c） 

保全率（％） 
（b）／（a） 

開示残高 
（a） 

保全額 
（b） 

１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
　能性の高い債権です。 
３．「要管理債権」とは、「３カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。 
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債
　権をいいます。 
５．「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。 

（注） 

（単位：百万円） 

金融再生法上の 
不良債権 

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

担保・保証等による 
回収見込額（c） 貸倒引当金（d） 

2,968 

2,581 

735 

832 

2,019 

1,552 

213 

196 

45,659 

46,914 

48,627 

49,495

2,458 

2,309 

735 

832 

1,627 

1,377 

95 

99

1,613 

1,412 

288 

282 

1,234 

1,046 

90 

83

844 

896 

446 

550 

392 

330 

5 

15

82.81 

89.48 

100.00 

100.00 

80.56 

88.71 

44.86 

50.94

62.35 

76.77 

100.00 

100.00 

50.00 

65.35 

4.49 

14.22




